
 

居宅介護支援重要事項説明書 

 

１．事業者(法人)の概要 

事業者(法人)の名称および種別 株式会社ライフサポート ／ 営利法人 

主たる事業所の所在地 〒４４６－００５８ 愛知県安城市三河安城南町１丁目１３番地４ 

代表者（職名・氏名） 代表取締役社長  原 一宏 

設立年月日 平成１１年１月１４日 

電話番号／ＦＡＸ番号 ０５６６－７３－６０００ ／ ０５６６－７３－６００６ 

 

２．事業所の概要 

事業所の名称 株式会社ライフサポート 居宅介護支援事業所 

事業所の所在地 〒４４６－００５８ 愛知県安城市三河安城南町１丁目１３番地４ 

指定年月日 平成１１年 ７月３０日 

電話番号／ＦＡＸ番号 ０５６６－９１－１１２７ ／ ０５６６－7３－６００６ 

指定番号 ２３７３１０００３７ 

通常の事業の実施地域 安城市、知立市、刈谷市 

 

３．事業の目的と運営方針 

事業の目的 

株式会社ライフサポートが開設する指定居宅介護支援事業所（以下「事業所」という）が

行う指定居宅介護支援の事業（以下「事業」）の適正な運営を確保するために人員および

管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が要介護状態にある高齢者に対

し、適切な指定居宅介護支援を提供します。 

運営方針 

（１）お客様の心身の状態を踏まえて、自立した生活ができるよう配慮して、介護支援を

行います。 

（２）お客様の心身の状況やその環境に応じて、お客様の意向を尊重しつつ、公正中立な

立場で判断し、適切な保健医療サービスや福祉サービスが多様な事業者から、総合的

かつ効率的に提供されるようにします。 

（３）介護支援サービスを行うにあたり、関係市町村、老人介護支援センター、他の法人

が運営する指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めるようにしま

す。 

（４）介護支援サービスを行うにあたり、他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と

共同で事例検討会、研修会等を行います。 

 

  



 

４．従業者の体制 

事業所における従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

（１）管理者 １名 

事業所における介護支援専門員、その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、業務の

実施状況の把握その他業務管理を一元的に行うとともに、法令等において規定されている指定居宅介護支援事

業の実施に関し、遵守すべき事項についての指揮命令を行う。 

（２）介護支援専門員 1 名以上 

要介護者等からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の状況や置かれている環境等に応じて、本人やその家

族の意向等を基に、居宅サービス又は施設サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類内容等の計画を作

成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整その

他の便宜の提供を行う。 

 （３）事務員 ０名 

   事業所の運営等に係る事務業務全般について行う。 

 

５．営業時間 

営業日・営業時間 月曜日～金曜日・午前９時～午後６時 

休業日 土曜日、日曜日、祝日、８月１３日～８月１５日、１２月３０日～１月３日 

 

６．事業の内容 

事業の内容は次の通りとします。 

（１）お客様のご依頼に基づく、市町村の窓口に要介護認定の申請（新規、更新、変更）の代行。 

（２）お客様のご依頼に基づく、市町村の窓口に居宅サービス計画作成依頼届出書の提出の代行。 

（３）その他、介護保険に関するご相談の対応。 

※（１）（２）の代行をする際は、手続き上お客様の被保険者証をお預かりいたします 

 

【居宅介護支援のご利用申込みから居宅サービス提供までの主な流れ】  

（１）お客様からの居宅介護支援サービスの申込み 

（２）ご自宅を訪問し、心身の状態や置かれている環境等を調査して可能な限りご自宅で自立した日常生活ができる

ように解決すべき課題を把握・分析します。 

（課題分析方法：居宅ガイドライン方式、その他方法を用いる場合もあります） 

（３）お客様やお客様のご家族の方が、どのような介護サービスを、どの程度の頻度でご利用されたいのか、ご希

望をお伺いします。 

（４）上記(２)解決すべき課題、(３)お客様のご希望を考慮し、主治医やサービス事業者等と協議のうえ、居宅サ

ービス計画※１、サービス利用票、利用票別表を作成します。 

（５）作成した居宅サービス計画※２、サービス利用票、利用票別表について、お客様やそのご家族にご説明し、ご

了解（記名、捺印）いただきます。お客様と介護支援専門員で、各々１部ずつ保有するものとします。 

（６）サービス利用票に基づき、介護サービスが計画的に提供されます。 



 

（７）介護サービス提供後も継続的にお客様の心身の状況や介護サービスの実施状況を毎月モニタリングし、必要

に応じて居宅サービス計画およびサービス利用票・利用票別表の変更を行います。 

※１ 居宅サービス計画の作成について、お客様は複数の居宅サービス事業者等の紹介を求めることが 

できます。 

※２ 居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者について、位置づけた理由についても説明を 

求めることができます。 

 

７．利用料その他の費用の額 

サービスを提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスに該当

するときは、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とします。 

また、介護保険法の改定により介護報酬の変更がなされた場合は、それに順ずるものとします。 

利用料金 

１ 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額の保険給付がされます

ので、お客様のご負担はありません。 

2 保険料の滞納等によって、法定代理受領ができない場合には介護保険法で定

める一ヶ月当たりの利用料金を実費にてご負担していただくことがあります。 

お客様の居宅が通常の事業の実

施地域外の場合の交通費 

通常の実施地域を越えた地点から概ね片道１０ｋｍ未満…片道３００円 

通常の実施地域を越えた地点から概ね片道１０ｋｍ以上…片道５００円 

 

８．サービスの利用に当たっての留意事項 

（１）お客様にお渡しした居宅サービス計画およびサービス利用票 ・利用票別表と異なる事業者からサービスを受けた

場合やサービス内容を変更した場合には、必ず担当の介護支援専門員にご連絡ください。ご連絡がないと、お客様に一

旦、費用の全額を立て替えていただく場合があります。 

（２）被保険者資格を喪失した場合や、要介護状態区分の変更があった場合など、現在お持ちの被保険者証に変更があ

った場合には、必ず担当の介護支援専門員にご連絡ください。 

（３）お客様が入院となった場合は、入院先医療機関との連携を図るため、担当の介護支援専門員の事業所名および氏

名等を入院先医療機関に提供して下さい。 

（４）当事業所では、人材育成の協力体制の一環として、法定研修等における実習生受入を行っています。必要に応じ

担当の介護支援専門員とともに実習生がお客様のご自宅に訪問する場合があります。 

 

９．ケアマネジメントの公正中立性 

事業所はお客様に希望するサービス事業所を説明する際は、ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から複

数の事業所の情報を提供するものとし、特に、訪問介護、（地域密着型）通所介護、福祉用具貸与サービスについて

は、『各サービスの利用割合』及び『前6 か月間に作成したケアプランにおける各サービスの、同一事業者によって提

供されたものの割合』を示すこととします。 

  



 

【期間：Ｒ5 年 9 月 ~ Ｒ6 年 2 月】 

各サービスの利用割合 [％] 

訪問介護 20％ 地域密着型通所介護 9％ 

通所介護 24％ 福祉用具貸与 46％ 

 

同一事業者によって提供されたものの割合 [％]   ※上位３位を記載 

訪問介護 
法人 ライフサポート グレイシャス 医心館 

割合 32.52％ 13.10％ 10.19％ 

通所介護 
法人 相志会 パナソニック 碧介護 

割合 25.81％ 11.47％ 9.83％ 

地域密着型通所

介護 

法人 ライフサポート nagomi   アルクオーレ 

割合 50.52％ 12.63％ 11.57％ 

福祉用具貸与 
法人 東海エイド フランスベット    ヤマシタ 

割合 32.47％ 15.05％ 14.83％ 

 

10．緊急時における対処方法 

（１）従業者は、事業の提供を行っているときに、居宅要介護被保険者等に病状の急変、その他緊急事態が生じたとき

は、速やかに主治の医師に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。また、主治の医師との連絡

が困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講ずるものとする。 

（２）事業所は、居宅要介護被保険者等に対する事業の提供により事故が発生した場合は、利用者の所在する市町村、

利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

（３）事業者は利用者に対する事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合には損害賠償を速やかに行う。 

利用者主治医 

医 療 機 関 名  

所  在  地  

電 話 番 号  

主 治 医 名  

緊急連絡先 

氏    名                    続柄： 

住 所  

電 話 番 号  

※契約締結後に利用者又はその家族の申し出により追加変更となる場合があります 

なお、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 東京海上日動及び三井住友海上の共同保険 

保険名 トヨタ車体グループ包括賠償責任保険 

補償の概要 対人・対物・管理財物賠償補償、その他事業者が法律上の賠償責任を負った場合の補償 

 



 

１１．業務継続計画の策定等 

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、居宅要介護被保険者等に対する事業の提供を継続的に実施する

ため計画、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 （以下、「業務継続計画」という。）を策定し、当該業

務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

（２）事業所は、従業者に対して業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１２．虐待防止に関する事項 

（１）事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じます。 

①虐待防止のための対策を検討する体制を整え、定期的に対策検討会を開催し、従業者に周知徹底を図ります。 

②虐待防止のための指針の整備 

③虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④前3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

（２）事業所は、サービス提供中に、事業所の従業者又は利用者の家族等による虐待を受けたと思われる利用者を発見

した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。 

 

１３．身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行ないません。但し、自傷他害行為等の恐れがある場合など、利用

者又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者及びその家族に対して説明し、同意を

得たうえで、次に揚げることに留意して、必要最小限の範囲内で行なうことがあります。 

その場合は、身体拘束を行なった日時、理由及び態様等についての記録を行ないます。 

 

緊急性 直ちに拘束を行なわなければ、利用者又は他人の生命身体に危険が及ぶことが 

考えられる場合 

非代替性 身体拘束以外に、利用者又は他人の生命身体に対して危険が及ぶことを防止する 

ことができない場合 

一時性 利用者又は他人の生命身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、直ちに 

身体拘束を解きます。 

 

１４．衛生管理・感染症予防等 

（１）事業所は、従業員の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に

努めます。 

（２）事業所は、事業所で感染症が発生し、または蔓延しないように次の各号に掲げる措置を講じます。 

①事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する体制を整え、概ね 6 か月に 1 回以上検討

会を開催するとともに従業者に周知徹底を図ります。 

②事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備します。 

③事業所は、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 



 

１５．苦情を処理するため体制 

苦情があった場合は、直ちにサービス提供責任者が相手方に連絡を取り直接行く等をして詳細を確認します。 

必要に応じて検討会議を実施するとともに、翌日までに対応をします。また、記録を台帳に保管して再発防止に役立て

ます。 

【サービス内容に関する苦情・相談窓口】 

事業所 
担当者  管理者：稲垣 千登世 

（電話）０５６６－９１－１１２７ （ＦＡＸ）０５６６－７３－６００６ 

市町村等 

□安城市高齢福祉課 

□知立市長寿介護課 

□刈谷市長寿課 

□愛知県国民健康保険団体連合会 

介護福祉室 

電話：０５６６－７１－２２９０（直通） 

電話：０５６６－９５－０１２２（直通） 

電話：０５６６－６２－１０６３ 

電話：０５２－９７１－４１６５ 

 

１６．個人情報の取り扱い 

（１）事業所は、居宅要介護被保険者等または家族の個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び高齢労

働省が策定した 「医療 ・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取

り扱いに努めます。 

（２）事業者が得た居宅要介護被保険者等または家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目

的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については、利用者又は家族の同意をあらかじめ書面により得

るものとします。 

（３）従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。 

（４）事業所は、従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくな

った後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

 

１７．情報の保存・開示義務 

（１）事業所はお客様の居宅サービス計画、その実施状況に関する書類等をサービス完了の日から５年間保存するも

のとします。 

（２）お客様が契約を解除した場合、事業所がやむをえず契約を解除した場合でお客様が他の居宅介護支援事業者の

利用を希望する場合、その他お客様から申し出があった場合には、事業所はお客様に対して直近の居宅サービス計画

およびその実施状況に関する書類を交付するものとします。 

 

１８．非常災害対策 

事業所は、防火管理についての責任者を定め、非常災害に関する防災計画を作成し、非常災害に備えるため、定期的に

避難・救出訓練等を行います。 

  



 

１９．利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況 

利用者アンケート調査、意見箱等、 

利用者の意見を把握する取り組み 

の状況 

■あり 
実施日 2023/11 

結果の開示 □あり  ■なし 

□なし 

第三者による評価の実施状況 
□あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 □あり  □なし 

■なし 

 

２０．その他運営についての重要事項 

1 事業所は、従業者の資質向上のために次のとおり研修の機会を設けるものとし、また、業務の執行体制についても

検証、整備する。 （１）採用時研修：採用１カ月以内  （２）継続研修：年２回 

２ 事業所は、適切な事業の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されること（ハラスメント）を

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずるものとする。 

３ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社ライフサポートと事業所の管理者との協議に基づ

いて定めるものとする。 

以下余白 


